
　　　　　　　主　　　文

原告の請求をいずれも棄却する。
訴訟費用は原告の負担とする。

　　　　　　　事　　　実

第一　当事者の求めた裁判
一　原告
　「被告は別紙一、二記載のメカニカルジヨイント離脱防止装置を製造販売しては
ならない。訴訟費用は被告の負担とする。」との判決並びに仮執行の宣言。
二　被告
主文同旨の判決。
第二　請求の原因
甲　主位的請求
一　原告は次の登録実用新案（以下、「本件登録実用新案」といい、その考案を
「本件考案という。）の実用新案権者である。
登録番号　第九一四七八三号
考案の名称　メカニカル接手鋳鉄管に於ける抜け止め装置
出願日　昭和四一年一月二四日
出願公告　昭和四五年四月二七日
出願公告番号　昭四五ー九〇三一
設定登録日　昭和四五年一〇月三〇日
実用新案登録請求の範囲
　「管１、２の連結重合部間にゴム環３を嵌合し、このゴム環３を管２上に嵌合せ
る押え金具４に依って強圧すると共にこの押え金具４の円周等配位置に突鈑５を複
数個突設し、この各突鈑５に抜け止め用螺子杵６をそれぞれ螺挿してなるメカニカ
ル接手に於て、この各抜け止め用螺子杵６の先端全面にそれぞれ切刃状面イを一体
に形成し、この抜け止め用螺子杵６を管２面に強圧捻回することによって抜け止め
用螺子杵６先端の切刃状面イによつて管２面に螺子杵の直径と同一内径の凹孔７を
穿設し、抜け止め用螺子杵６の先端全面を凹孔７の孔底に喰い込ませる様になした
メカニカル接手鋳鉄管に於ける抜け止め装置。」
二　本件考案は次の構成要件からなるメカニカル接手鋳鉄管に於ける抜け止め装置
である。
（一）　管１、２の連結重合部間にゴム環３を嵌合し、このゴム管３を管２上に嵌
合せる押え金具４に依って強圧すると共にこの押え金具４の円周等配位置に突鈑５
を複数個突設し、この各突鈑５に抜け止め用螺子杵６をそれぞれ螺挿してなるメカ
ニカル接手であること、
（二）　この各抜け止め用螺子杵６の先端全面にそれぞれ切刃状面イを一体に形成
し、
（三）　この抜け止め用螺子杵６を管２面に強圧捻回することによつて抜け止め用
螺子杵６先端の切刃状面イによつて管２面に螺子杵６の直径と同一内径の凹孔７を
穿設し、
（四）　抜け止め用螺子杵６の先端全面を凹孔７の孔底に喰い込ませる様にする。
三　本件考案における抜け止め用螺子杵先端の切刃状面について
（一）　抜け止め用螺子杵６先端の切刃状面イによつて管２面に穿設される凹孔７
の径については本件実用新案公報の実用新案登録請求の範囲の箇所以外には一切触
れられていないところ、本件考案における切刃状面イの形状が人力で管面に容易
に、且つ確実に喰い込ませることができること、管に亀裂、水漏れを生じさせる恐
れのないものであること等その実施上の各要請を満たす必要があることより単円状
のもの、又は同心円状の複数凹凸条のものに限定されること及び前記公報第２ない
し第４図より明らかなように同図面記載の切刃状面イによって穿設しうるのは断面
Ｖ型の凹凸同心輪状溝であつて螺子杵６の直径と同一内径の凹孔はとうてい穿設し
えないことを考慮すると、本件考案における要件（三）記載の「螺子杵６の直径と
同一内径の凹孔７」とは「螺子杵６の先端の切刃の直径と同一内径の凹孔７」の意
味に解すべきである。
四　本件考案の作用効果は次のとおりである。
（一）　本件考案は、抜け止め用螺子杵６によつて管２に直接必要な凹孔７を穿設



し、この凹孔７に抜け止め用螺子杵６を嵌合するだけであるから、管に予め掛止片
又は凹部を設ける必要がなく、また、凹部を穿設するための工具をも必要とせず、
現場での工事が簡単、且つ能率的に行われる。
（二）　抜け止め用螺子杵６は管２に強固に結着するから、管２の逸脱を確実に防
止することができ、振動又は衝撃があつても管１、２の連結部が容易にがたつかな
い。
五　被告は水道管継手の製造を業とする株式会社であるが、昭和四七年一〇月ごろ
から、別紙一（（イ）号図面）および説明書記載の管の押輪（以下「イ号物件」と
いう）を業として、製造販売している。
六　イ号物件は次のとおりの構造及び作用効果を有する（番号は別紙一図面に付し
たもの）。
（一）　管１ａ、２ａの連結重合部間の管１ａの段部８ａにゴム環３ａを嵌合し、
このゴム管３ａを管２ａ上に嵌合せる押え金具４ａによつて強圧するとともにこの
押え金具４ａの円周等配位置に突鈑５ａを六個突設し、この各突鈑５ａに抜け止め
用螺子杵６ａをそれぞれ螺押してなるメカニカル接手であること、
（二）　この各抜け止め用螺子杵６ａの先端全面にそれぞれ皿形円錐傾斜面状切刃
状面イａを一体に形成するとともにその先端外側周に防蝕ゴムリングｒを嵌合し、
（三）　この抜け止め用螺子杵６ａを管２ａ面に強圧捻回することによつて抜け止
め用螺子杵６ａ先端の切刃状面イａによつて管２ａ面にその先端直径と同一内径凹
孔７ａを穿設し、
（四）　抜け止め用螺子杵６ａの先端全面を凹孔７ａの孔底に喰い込ませるととも
に前記の防蝕ゴムリングｒによつて抜け止め用螺子杵６ａと管２ａとの喰い込み接
触部を外部と遮断して防蝕させるようにした管の押輪である。
　イ号物件は右の如き構造を有するため抜け止め用螺子杵６ａによつて管２ａに直
接必要な凹孔７ａを穿設するとともに管２ａの逸脱を確実に防止することができ、
振動又は衝撃に耐え、更に現場での工事が簡単、且つ能率的に行われる。
　また、防蝕ゴムリングｒによつて抜け止め用螺子杵６ａと管２ａとの喰い込み接
触部を外部から遮断するものであるから防蝕の効果がある。
七　イ号物件と本件考案との対比
　イ号物件の抜け止め用螺子杵を管面に強圧捻回しても、その螺子杵先端の切刃状
面イａが管２ａ面に螺子杵６ａの直径と同一内径の凹孔を穿設することができない
ことは認めるが、右切刃状面により螺子杵の先端切刃の直径と同一内径の凹孔を穿
設しうるので、右切刃状面は本件考案にいう切刃状面に該当する。
　また、イ号物件においては抜け止め用螺子杵６ａの先端外側周に防蝕ゴムリング
ｒを嵌合しているため抜け止め用螺子杵６ａと管２ａとの喰い込み接触部の防蝕作
用効果があるけれども、これは実施上の微差に伴う付随的な効果にすぎず、これが
ため両者間に作用効果上格別の差異を生ぜしめるものではない。
　そうすると、イ号物件と本件考案とは基本的構成は勿論、その作用効果を全く共
通にしているものというべきである。
　したがって、イ号物件は本件登録実用新案権の技術的範囲に属し、被告の実施行
為は原告の本件登録実用新案権を侵害する。
乙　予備的請求
一　仮に右主張が認められないとしても、原告は次の登録意匠（以下、本件意匠と
いう。）の意匠権者である。
登録番号　第三〇三四三〇号
意匠に係る物品　管の押環
出願日　昭和四二年九月二〇日
登録日　昭和四四年七月二九日
登録意匠　別紙三意匠公報写表示の形状
二　本件意匠の具体的構成は次のとおりである。
　本件意匠は別紙三意匠公報写表示の管の押環の意匠で、中央に接合すべき管が嵌
入される円形孔を表わした扁平円環板を本体とし、その本体の扁平面上円周等配位
置六個所に外面円孤面状の膨出面を表わした突鈑を突起状に表わし、その突鈑に頭
部に四角状ナツト頭を表わし、先端末に皿形円錐傾斜面を表わした抜け止め用螺子
杵を螺挿し、また本体の扁平面に前記突鈑とそごした円周等配位置六個所に締付け
ボルト押込み用円孔を表わした締付け突縁を突起状に表わしたものである。
三　被告は昭和四七年一〇月ごろから、別紙二（（イ）別図面）記載の管の押輪
（以下、イ′号物件という。）を業として、製造販売している。



四　イ′号物件の意匠の具体的構成は次のとおりである（番号は別紙二図面に付し
たもの）。
　イ′号物件の意匠は別紙二図面記載の管の押輪の意匠で、中央に接合すべき管が
嵌入される円形孔１ａを表わした扁平六角環板を本体２ａとし、その各核角部を円
孤面に表わし、その本体２ａの扁平面３ａ―上円周等配位置六箇所に外面四角稜面
の膨出面４ａ―を表わした突鈑５ａを突起状に表わし、その突鈑５ａに頭部に六角
状ナツト頭６ａを表わし、先端末に皿形円金傾斜面７ａ―を表わした抜け止め用螺
子杵８ａを螺挿し、また本体２ａの扁平面３ａ－に前記突鈑５ａとそごした円周等
配位置六箇所に締付けボルト挿込み用円孔９ａを表わした締付け突縁１０ａを突起
状に表わし、また、前記抜け止め用螺子杵８ａの先端末外側に防蝕ゴムリング１１
ａを嵌装したものである。
五　イ′号物件の意匠を本件意匠対比すると、イ′号物件の意匠の基本的構成は本
件意匠の要部と一致しており、また、両意匠においては（イ）扁平板の形状につい
て前者は各稜角部を円孤面に表わした六角環板状であるのに反し、後者は円環板状
であること、（ロ）膨出面の外面形状については前者は四角稜面であるのに反し、
後者は円孤状面であること、（ハ）抜け止め用螺子杵の頭部ナツトの形状について
前者は六角状であるのに反し、後者は四角状であること、（ニ）前者の抜け止め用
螺子杵の先端末外側には防蝕ゴムリングが嵌装されているのに反し、後者にはこれ
を欠如していること等の差異があるけれども、これらはいずれも部分的箇所ないし
付属的部分に関するもので、意匠として特に留意される部分でないから、右相異点
は両意匠が異なる特段の印象を惹起するものでなく、また右相異点も相互に類似し
ているので、全体観察による総合判断によれば両意匠は顕著に類似するものという
べきである。
　したがつて、被告の本件実施行為は、原告の意匠権を侵害するものである。
六　よつて、原告は被告に対して主位的に本件実用新案権に基づき、予備的に本件
意匠権に基づいて、被告の侵害行為の差止を求める。
第三　被告の請求原因に対する答弁及び主張
甲　主位的請求について
一　請求原因一、二、四、五の事実はすべて認める。
二　同三の事実中、本件実用新案公報の実用新案登録請求の範囲の箇所以外には原
告主張の凹孔７の径については一切触れられていないことは認め、その余の事実は
否認する。
三　同六の事実は認める。
四　同七の事実のうち、イ号物件の切刃状面が本件考案にいう切刃状面に該当する
との原告の主張は争う。
五　本件実用新案登録は無効原因を有するものである。
　本件考案の要件（一）は昭三五ー二一〇七三実用新案「メカニカル接手鋳鉄管に
於ける抜け止め装置」の登録請求の範囲に記載されており、また、本件考案のその
他の要件はすべて昭三八ー三六二三実用新案「緩み止めねじ」の技術思想と同一の
ものであるから、本件考案はあらゆる点で公知公用の技術のみを内容とするもので
あり、そこには何らの新規性を認めることはできない。したがつて、本件実用新案
登録には、きわめて明白な無効原因があるものというべきである。
乙　予備的請求について
一　予備的請求原因一ないし四の事実は認める。
二　同五の事実中、イ′号物件の意匠が本件意匠に類似するとの原告の主張は争
う。
イ′号物件の意匠と本件意匠との間には、原告主張の相異点があるほか、つぎのよ
うな差異がある。
（一）　本件意匠の突鈑は本体の正面側及び背面側に円抓面状の肉厚部として設け
られているため、その形状は正面、背面、平面、左右両側面の各側から見ることが
できるが、イ′号物件の意匠の突鈑は本体の背面側にのみ六角稜面状の肉厚部とし
て形成されているため、その形状は背面、平面、左右両側面の各側からは見えるけ
れども、意匠の同一、類似の有無を判断するに際して最も重視されるべき正面側か
らは見えない。また、本件意匠では正面側に突縁の肉厚部が見られるが、イ′号物
件の意匠ではそれは見られない。その結果、両意匠の正面側を対比すると、本件意
匠では突縁と突鈑との各肉厚部が交互に凹凸模様を形成しているか、イ′号物件の
意匠では突縁と突鈑とは平面状であり、凹凸模様は見られない。
（二）　本件意匠は放射状に著しく突設された六個の円孤面上突縁を有する円形状



環板の感を与えるのに対して、イ′号物件の意匠は放射状にわずかに突設された六
個の六角稜状突縁を有する六角状環板の感を与えるため、両者の意匠を全体的に観
察すると、両意匠が類似するとはとうてい認められないものである。
　ところで、両意匠は中央に接合すべき管が嵌入される円形孔を表わした扁平板を
本体とし、その本体の扁平面上円周等配位置六個所に膨出面を表わした突鈑を適宜
な肉厚として突起状に表わし、また本体の扁平面上に右突鈑とそごした円周等配位
置六個所に締付けボルト挿込み用孔を表わした締付け突縁を突起状に表わしている
点において一致しているけれども、これらの点は本件意匠に係る物品の形状として
は公知のものであるから、両者の類似の有無を判断するに当つては、むしろ突鈑、
突縁の形状、とりわけ本体の外周形状を中心として論ぜられるべきであるところ、
これらの点に関しては両者間に右（一）、（二）記載の如き相異があることによつ
て、看者の立場からは、全体的な印象、美感に相当の差異が生じるため、別個の意
匠であるとの認識を与えるものである。
　なお、被告会社代表取締役【Ａ】はイ′号物件の意匠と同一の意匠につき昭和四
七年三月三〇日に意匠登録出願をし、同四九年一二月二三日に登録査定を受けたも
のである。
第四　証拠（省略）

　　　　　　　理　　　由

第一　主位的請求について
一　原告が昭和四一年一月二四日出願にかかる本件登録実用新案の権利者であるこ
と、その登録請求の範囲の記載が、「管１、２の連結重合部間にゴム環３を嵌合
し、このゴム環３を管２に嵌合せる押え金具４に依つて強圧すると共にこの押え金
具４の円周等配位置に突鈑５を複数個突設し、この各突鈑５に抜け止め用螺子杵６
をそれぞれ螺挿してなるメカニカル接手に於て、この各抜け止め用螺子杵６の先端
全面にそれぞれ切刃状面イを一体に形成し、この抜け止め用螺子杵６を管２面に強
圧捻回することによつて抜け止め用螺子杵６先端の切刃状面イによつて管２面に螺
子杵の直径と同一内径の凹孔７を穿設し、抜け止め用螺子杵６の先端全面を凹孔７
の孔底に喰い込ませる様になしたメカニカル接手鋳鉄管に於ける抜け止め装置」で
あること、被告が別紙一（（イ）号図面）ならびに説明書に示すイ号物件を昭和四
七年一〇月ごろから業として製造販売していることはいずれも当事者間に争いがな
い。
二　原告は、被告の右行為は本件登録実用新案権を侵害するものであると主張し、
被告はこれを争うので考察する。
（一）　先ず、原告は、本件考案における抜け止め用螺子杵先端の切刃状面はこの
螺子杵を管面に強圧捻回することにより、その先端切刃状面で、管面に螺子杵の先
端の切刃の直径と同一内径の凹孔を穿設し得るものであれば足り、螺子杵の直径と
同一内径の凹孔を穿設し得るものであることを要しないと主張し、その理由とし
て、右切刃状面によつて管面に穿設される凹孔の径については、本件実用新案の登
録請求の範囲に前記の記載がある以外に、本件実用新案公報には一切触れられてい
ないこと、本件考案における切刃状面の形状が人力で管面に容易に、且つ確実に喰
い込ませることができること、管に亀裂、水漏れを生じさせるおそれのないもので
あることなど、その実施上の各要請を満たす必要があることより単円状のもの、又
は同心円状の複数凹凸状のものに限定されること、そしてその形状は断面Ｖ型の凹
凸同心輸状溝のものであることなどを挙げる。
（二）　そこで、本件登録実用新案出願時における技術水準についてみる。
　成立に争いない乙第二号証（実用新案公報）によると、登録請求の範囲を（番号
省略）、「図面に示す様に水道管の連結重合部間にゴム環を嵌合し水道管上の押え
金具によりゴム環を強圧する様になしたメカニカル接手に於て押え金具の鎧鈑の周
囲に等間隔に設けた螺子孔間に突鈑を軸長方向に数個突出せしめて設け此の突鈑に
それぞれ抜け止め用螺子杵を螺挿し水道管を連結すると共に水道管の逸脱を防止す
る様になしたメカニカル接手鋳鉄管に於ける抜け止め装置の構造」とし、図面第３
図に縦断側面先端が＜１１９２３－０１２＞型に尖つた抜け止め用螺子杵を図示し
た実用新案の出願がその公報により昭和三五年八月三〇日、昭三五ー二一〇七三号
をもつて公告されており、　また、成立に争いのない乙第五号証（実用新案公報）
によると、登録請求の範囲を（番号省略）、「ねじ本体の脚端部にこれを面取りし
て斜面部を形成し、この斜面部に本体の螺糸の螺捻方向と逆方向に捻れ傾くラチエ



ツト状歯型を刻設すると共は、本体の脚端端面を前記歯型より突出しない形状に形
成した緩み止めねじ」とする実用新案の出願が、昭和三八年三月八日、昭三八ー三
六二三号をもつて公告になつている事実が認められる。
（三）　これらの事実、ならびに、本件実用新案公報図面第３図の本件実用新案に
おける抜け止め用螺子杵の先端部の拡大図に示す＜１１９２３－００１＞型の形状
をしんしやくすると、本件考案の新規な部分は、抜け止め用螺子杵を管面に弾圧捻
回したときに、
その先端全面を凹孔の孔底に没入するだけではなく、本件実用新案登録請求の範囲
に明記してあるとおり、「抜け止め用螺子杵先端の切刃状面によつて、螺子杵の直
径と同一内径の凹孔を穿設し、抜け止め用螺子杵の先端全面を凹孔の孔底に喰い込
ませる」ことができるような抜け止め用螺子杵を用いる点にあると認めるべきであ
る。
　実用新案権に基づく侵害訴訟においては、実用新案登録請求の範囲に記載した事
項は、出願人がその記載が実施可能であることを前提として記載し登録になつたも
のと解すべきであるから、権利者において登録後右記載の文字通りの実施が困難で
あることを理由に、その文言の趣旨を緩和して改変し、結局技術的範囲を拡張して
主張することは禁反言の原則の精神から許されないと解すべきである。
　原告の切刃状面についての主張は、結局実用新案登録請求の範囲の記載どおりの
実施が困難であることを理由に、その記載を緩和した意味に主張しもつて技術的範
囲を自己に有利に拡張せんとするものであつて理由なく、これを採用することはで
きない。
（四）　ところで、イ号物件の抜け止め用螺子杵の先端は、別紙一（（イ）号図
面）第４図に示す如く＜１１９２３－００２＞型で、その螺子杵を管に強圧捻回し
ても、これにより螺子杵の直径と同一内径の凹孔を穿設することができないもので
あることは原告の自認するところである。
（五）　そうすると、イ号物件は、本件考案の必須の要件たる「抜け止め用螺子杵
先端の切刃状面によつて管面に螺子杵の直径と同一内径の凹孔を穿設する」という
事項を欠いているので、本件登録実用新案の技術的範囲外のものというべく、被告
のイ号物件の製造販売行為が本件登録実用新案権を侵害するものとは認められな
い。
第二　予備的請求について
一　原告が昭和四二年九月二〇日出願に係る本件意匠の権利者であること、被告が
昭和四七年一〇月ごろからイ号物件を業として製造販売していることについては当
事者間に争いなく、右物件の意匠に、原告主張の構成がみられることは被告も争わ
ないところである。
二　原告は被告の右行為は本件意匠権を侵害するものであると主張し被告は争うの
で考察する。
（一）　本件意匠の構成が大体において、原告主張の如きものであることは当事者
間に争いがないが、成立に争いない甲第四号証（本件登録意匠公報）によると、本
件登録意匠、すなわちその願書に現わされた意匠は、右当事者間に争いのない前記
構成要素のほか、ボルト挿込み用円孔は本体円形孔と同方向に向けて穿設し、抜け
止め用螺子杵は右円形孔と直交する方向に向けて螺挿させ、突鈑は扁平面の正面側
及び背面側に膨出し、突縁は細幅の扁平面から大きくＵ字形に突出し、その正面側
表面周縁には両端を本体円形孔の周壁面に当接させた右Ｕ字形の隆起壁を表わし、
扁平面全体の側面には右隆起壁側面と突鈑とが交互に突出した凹凸形状を表わすと
ともに扁平面全体の正面にも凹凸形状が表わされていることが認められる。
　そして、本件登録意匠の出願日たる昭和四二年九月二〇日よりはるかに以前に公
告になつた前顕乙第二号証の実用新案公報の図面第１図に図示されたメカニカル接
手鋳鉄管の形状と本件登録意匠公報に示された正面図と比較すると、本件意匠にお
ける前記認定の突鈑に関する点が特徴的である。
（二）　つぎに、別紙目録二記載のイ′号物件の図面の記載とイ′号物件であるこ
とにつき争いのない検甲第二号証に徴すると、イ′号物件の意匠は当事者間に争い
のない前記構成要素のほか、ボルト挿込み用円孔９ａは本体円形孔１ａと同方向に
向けて穿設し、抜け止め用螺子杵８ａは右円形孔１ａと直交する方向に向けて螺挿
させ、突鈑は背面側にのみ膨出し、突縁は太幅の扁平面からわずかになだらかな円
孤状に突出し、扁平面全体の側面には右形状のみの凸形状を表わし、その正面は平
滑であることが認められる。
（三）　そこで、本件意匠とイ′号物件の意匠を対比して両者の類否を検討する。



　両者は、意匠に係る物品が同一であるほか、いずれも、中央に接合すべき管が嵌
入される円形孔を表わした扁平環板を本体とし、その本体の扁平面上円周等配位置
六箇所に膨出面を表わした突鈑を突起状に表わし、その突鈑に先端末に皿形円錐傾
斜面を表わした抜け止め用螺子杵を本体円形孔と直交する方向に向けて螺挿し、ま
た、本体の扁平面に前記突鈑とそごした円周等配位置六箇所に本体円形孔と同方向
に向けて穿設した締付けボルト挿込み用円孔を表わした締付け突縁を突起状に表わ
した点において一致しているが、その反面、両者の間には次のような相違点がみら
れる。
（１）　本体扁平面の外周形状。本件意匠は円形であるが、イ′号物件の意匠は六
角形である。
（２）　突鈑の外面形状。本件意匠は円孤面状であるのに対し、イ′号物件の意匠
では四角稜面状である。
（３）　突鈑の膨出側面。本件意匠では正面側及び背面側に膨出しているのが、イ
′号物件の意匠は背面側にのみ膨出している。
（４）　突縁の突出形状。本件意匠では比較的細幅の扁平面から大きくＵ字形に突
出しているのに対し、イ′号物件の意匠では比較的太幅の扁平面からわずかになだ
らかな円孤状に突出している。
（５）　突縁の隆起壁の有無。本件意匠では突縁の正面側表面周縁には両端を本体
円形孔の周壁面に当接させたＵ字形の隆起壁があるが、イ′号物件の意匠にはこれ
がみられない。
（６）　扁平面全体の側面及び正面形状。本件意匠では扁平面全体の側面に右隆起
壁側面と円形の突鈑とが交互に突出した凹凸形状がみられるとともにその正面にも
凹凸形状がみられるが、イ′号物件の意匠では扁平面全体の側面にはなだらかな円
孤状のみの凸形状がみられるだけでその正面は凹凸形状がなく平滑である。
（７）　ナツト頭の形状等。本件意匠では抜け止め用螺子杵の頭部が四角状ナツト
頭で表わされ、その先端末外側には防蝕ゴムリングが見られないのに対して、イ号
物件の意匠では抜け止め用螺子杵の頭部が六角状ナツト頭で表わされ、その先端末
外側には防蝕ゴムリングが見られる。
　ところで、右認定の両者の意匠にみられる一致点は、成立に争いのない乙第一二
号証（鑑定人【Ｂ】の鑑定書）より明らかなとおり本件意匠の意匠に係る物品（管
の押環）が一般に具有する基本形状ともいうべきものであるから、これが看者の注
意を惹くべき新規性、外観的特異性に寄与すべき要素であるとはとうてい解しえな
いのに反して、右認定の相異点、とりわけ本体扁平面の外周形状、突鈑の外面形
状、突縁の突出形状にみられる相異点を管の押環の基本形状に位置づけして、全体
的に対比観察してみると、本件意匠が「放射状に著しく突設した六個の円孤面状突
縁を有する円形状環板」の感を与えるのに対し、イ′号物件の意匠は「放射状にわ
ずかに突設した六個のなだらかな円孤面状突縁を有する六角状環板」の感を与える
結果、両者の意匠は看者にそれぞれ別異のものとの印象を与えると認められる。
それゆえ、イ′号物件の意匠は本件意匠に類似しないものといわざるをえない。
　成立に争いのない甲第一七号証（鑑定人【Ｃ】の鑑定書）に記載されている、叙
上の判断と相反する見解は当裁判所の採用しないところである。
（四）　以上の理由によりイ′号物件の意匠は、本件意匠の権利範囲外のものであ
つて、被告がその意匠にかかる物品の製造販売行為が本件登録意匠権を侵害するも
のとは認められない。
第三　以上により、イ号及びイ′号各物件が原告の本件実用新案権及び意匠権を侵
害することを理由とする原告の本訴請求は、その余の点について判断するまでもな
く、理由がないからこれを失当として棄却することとし、訴訟費用の負担について
民事訴訟法八九条を適用して主文のとおり判決する。
（裁判官　大江健次郎　渡辺昭　北山元章）
＜１１９２３－００３＞
＜１１９２３－００４＞
＜１１９２３－００５＞
＜１１９２３－００６＞
（イ）号図面の説明書
一　この（イ）号図面は被告会社の管の押輪を示している。
二　この（イ）号図面において、第１図はこの押輪の押え金具の正面図、第２図は
その背面図、第３図は第１図Ⅰ－Ⅰ線断面図、第４図は第３図Ａ部拡大断面図、第
５図は使用状態の説明図を示す。



三　この（イ）号図面の管の押輪の構造は、管１ａ・２ａの連結重合部間の管１ａ
の段部８ａにゴム環３ａを嵌合し、このゴム環３ａを管２ａ上に嵌合せる押え金具
４ａ―によつて強圧すると共に、この押え金具４ａ―の円周等配位置に突鈑５ａを
六個突設し、
この各突鈑５ａは先端全面に皿形円錐傾斜面状切刃状面イａを設けた抜け止め用螺
子杵６ａをそれぞれ螺挿し、この各抜け止め用螺子杵６ａの先端外側周に防蝕ゴム
リングｒを嵌合したものである。
　而して、この構造における抜け止め用螺子杵６ａを強圧捻回することによつて、
抜け止め用螺子杵６ａ先端の切刃状面イａによつて、管２ａ面にその先端直径と同
一内徐の凹孔７ａを穿設し、抜け止め用螺子杵６ａの先端全面を凹孔７ａの孔底に
喰い込ませるようにし、又その際に前記の防蝕ゴムリングｒによつて、抜け止め用
螺子杵６ａと管２ａとの喰い込み接触部を外部と遮断して防蝕させるようにしたも
のである。
　押え金具４ａ―は鍔板４’ａの一側に載筒４ａ”を形成し、この載筒４ａ”の先
端面９ａをゴム輪３ａに当接する。
　管１ａの膨径部１’ａの鍔縁１０ａと押え金具４ａ―のの鍔板４’ａとの間に
は、締付けボルト１４ａを螺挿する。
　この締付けボルト１４ａを締付け、押え金具４ａによつてゴム環３ａを各管１
ａ・２ａの重合部間章強圧した後、管２ａの各突鈑５ａの螺子孔１２ａに前記抜け
止め用螺子杵６ａを螺挿する。そこで、切刃状喰い込み円周条面イａを管２ａの凹
孔７ａの孔席に喰い込ませたまま放置するようにするものである。
（以上）

別紙二（（イ’）号図面）
＜１１９２３－００７＞
＜１１９２３－００８＞
＜１１９２３－００９＞
＜１１９２３－０１０＞
＜１１９２３－０１１＞


